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第1部 第 4次北本市地球温暖化対策実行計画（事務事業編） 

第1章 計画の概要 

 

 北本市では、地球温暖化対策の推進に関する法律及び基本方針に基づき、平成 15年から地球温

暖化対策実行計画を策定し、温室効果ガス排出量の削減に取り組んでいます。 

 第 4 次北本市地球温暖化対策実行計画では、市が行うすべての事務・事業から発生する温室効果

ガスの排出を抑制するため、率先して地球温暖化対策の推進を図ることを目的としています。計画

期間は令和元年度から令和 5年度までの 5年間とし、対象範囲は市庁舎をはじめとする公共施設に

おけるすべての事務・事業とします（指定管理事業も含む）。目標は以下のとおりです。 

 

・全機関における電気・燃料・水道・公用車燃料使用量及び市庁舎における用紙類使用量につい 

て、平成 29 年度を基準年度とし、令和 5年度までに 3％削減する。 

 

 

機関 取組項目 
Ｈ29 年度 

（基準年度） 

Ｒ元年度 

（計画開始） 
Ｒ2 年度 Ｒ3 年度 Ｒ4 年度 

Ｒ5 年度 

（目標年度） 

全機関 

電気使用量 

燃料使用量 

水道使用量 

公用車燃料 

使用量 

 

市庁舎 用紙類 

 

 

温室効果ガスの種類 

種類 人為的な発生源 

二酸化炭素 

（CO2） 

産業、民生、運輸部門などにおける燃料の燃焼に伴うものが全温室効果ガスの

9 割程度を占め、温暖化への影響が大きい。 

メタン 

（CH4） 

稲作、家畜の腸内醗酵などの農業部門から出るものが半分以上を占め、廃棄物

の埋立てからも 2～3 割を占める。 

一酸化二窒素 

（N2O） 
燃料の燃焼に伴うものや農業部門からの排出がそれぞれ 3割～4 割を占める。 

ハイドロフルオロカーボン類 

（HFC） 

エアゾール製品の噴射剤、カーエアコンや冷蔵庫の冷媒、断熱発泡剤などに使

用。 
出典：実行計画策定マニュアル及び温室効果ガス総排出量算定方法ガイドライン，平成 23 年，環境省 

 

 

 

 

 

目  標 

平成 29 年度比３％削減 
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第 2章 達成状況 

 

１ 温室効果ガスの排出を直接抑制する取り組み 

 

市の全公共施設における温室効果ガスの排出量(t-CO2)   

  H27 H28 H29 H30 Ｒ1 Ｒ2 

温室効果ガス排出量の合計 3,646 3,741 3,827 3,910 3,649 3,539 

＜内訳＞     

電気による CO2 2,779 2,889 2,915 3,005 2,801 2,799 

ガスによる CO2 691 708 744  704  654 573 

その他燃料による CO2 140 112 137  168  163 142 

公用車関連による CO2 36 32 31 33 31 25 

 

 

【目標別結果】 

電気使用量・燃料使用量（全機関） 

目標値：令和 5年度までに平成 29年度比 3.0％削減                      （t-CO2） 

H29      

（基準） 

Ｒ1      

（計画開始） 
Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 

Ｒ5 

（目標） 

3,796 3,618 3,514    3,682 
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公用車燃料使用量（全機関）   

目標値：令和 5年度までに平成 29年度比 3.0％削減                       （t-CO2） 

H29 

（基準） 

Ｒ1 

（計画開始） 
Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 

Ｒ5 

（目標） 

31 31 25    30 

 

２ 温室効果ガスの排出を間接的に抑制する取り組み 

水道使用量・用紙類 

目標値: 令和 5年度までに平成 29年度比 3.0％削減 

 
H29 

（基準） 

Ｒ1 

（計画開始） 
Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 

Ｒ5 

（目標） 

水道使用量 

(㎥)の削減 

※１ 

156,594 141,950 110,263    151,896 

紙の使用量

（枚）の削減

※２ 

3,374,441 3,165,872 3,139,656    3,273,208 

※１全機関 

※２市庁舎のみ 

 

ごみの減量とリサイクルに関する目標 

目標値：令和 5年度までに平成 29年度比 2.5％削減 

 

 

 

 

 

 

 

 

※市庁舎のみ。ごみの減量目標については、北本市一般廃棄物処理基本計画（第 4次計画） 

における事業系ごみ排出量の数値目標である。平成 25 年度比 5.0％減（Ｈ37）を基に平成 

29 年度 2.85t の 5.0％減となる 2.78t 以下とした。 

  

取組項目 

排出量（ｔ） 

H29 

（基準） 

Ｒ1 

（計画開始） 
Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 

R5 

（目標） 

ごみの減量

とリサイク

ルの促進 

    2.85 2.59  1.73     2.78 以下 
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第2部 環境マネジメントシステム 

第1章 システムの概要 

 

１ 目的 

北本市がこれまで推進してきた環境に配慮した活動（事務・事業）を、さらに積極的かつ継続的に行う

ことにより、総合的かつ計画的に環境の保全・改善を推進し、環境管理体制の確立を図ることを目的とし

ています。 

 

２ 適用範囲 

職員（非常勤職員・臨時職員を含む）及び受託者及び市の公共施設について適用します。 

 

３ システムの体系 

環境方針に基づき、目的・目標及び達成するための実施計画を策定し、実施及び運用管理を行い、点

検、是正処置及び予防処置を実施し、見直しを行っていく継続的改善のプロセスを「ＥＭＳ」として確

立し、維持します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４ 取り組み内容 

取り組みの策定にあたっては、環境方針を踏まえ、北本市の活動（事務・事業）として適切なものを

設定します。また、目標の設定にあたっては、第 4次北本市地球温暖化対策実行計画との整合性を図っ

ています。 

 

事   項 取 組 項 目 担 当 部 署 

温室効果ガス排出量の削減 電気・燃料使用量の削減 施設管理担当部署 

公用車の燃料使用量の削減 全部署(指定管理除く) 

環境配慮の推進 水使用量の削減 施設管理担当部署 

紙使用量（枚数）の削減 全部署(指定管理除く) 

廃棄物の減量・再資源化 施設管理担当部署 

グリーン購入の推進 グリーン購入の推進 全部署(指定管理除く) 

環境リスクの管理 環境関連法令の遵守 全部署 

計画（Ｐｌａｎ） 

取り組みの策定・目標の設定 

見直し（Ａｃｔ） 

取り組みの改善・見直し 

実施・運用（Ｄｏ） 

取り組みの準備・実施 

点検（Ｃｈｅｃｋ） 

取り組みの点検・内部監査 

環 境 方 針 

Ｐ Ｄ Ｃ Ａ 

サ イ ク ル 
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緊急事態への対応 全部署 

第2章 実施状況 

 

１ 内部コミュニケーションの状況 

（１）環境研修会の実施 

開催日 研修対象 参加人数 内容 

令和 2年 10 月 8 日 新規採用職員 26 人 ・北本市環境マネジメントシステ  

 ム 

・市役所のごみの分別について 

・グリーン購入について 

令和 2年 12 月 10 日 所属職員 

（各課（所・

局）から 1名

ずつ） 

29 人 ・第 4次北本市地球温暖化対策実

行計画 

・北本市環境マネジメントシステ

ム 

・市役所のごみの分別について 

・グリーン購入について 

 

２ 目標の進捗状況 

（１）目標に対する結果 

ア 全機関（紙使用量については市庁舎のみ） 

事項 取組項目 
令和 5年度の目標 

（目標数値） 
令和 2年度実績 目標値比較増減 達成状況 

温室効果ガス 

排出量の削減 

電気使用量の削減   

（t-CO₂） 

平成 29 年度比 3.0％削減 

（2,828t） 
2,799 -29 達成 

燃料使用量の削減   

（t-CO₂） 

平成 29 年度比 3.0％削減 

（855t） 
715  -140 達成 

公用車燃料使用量の 

削減（t-CO₂） 

平成 29 年度比 3.0％削減 

（30t） 
25 -5 達成 

環境配慮の 

推進 

水道使用量の削減 

（㎥） 

平成 29 年度比 3.0％削減 

（151,896 ㎥） 
110,263 -41,633 達成 

紙使用量の削減 

（枚数） 

平成 29 年度比 3.0％削減 

（327 万枚） 
314 万 -13 万 達成 

ごみの減量とリサイ 

クルの推進（t） 

平成 29 年度比 2.5％削減 

（2.78t） 
1.73 -1.05 達成 

 

（２）未達成項目の考えられる要因 

 未達成項目なし。 
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（３）市庁舎における項目別の取り組み実績 

ア 紙使用量（使用枚数）                                 （枚） 

所属名 令和２年度 令和元年度 
前年度比較 

枚数 ％ 

市長公室 １３１，８４４ ７２，２４８ ５９，５９６ １８２．５ 

行政経営課・財政課・

情報政策課・総務課・

施設マネジメント

課・人権推進課 

４５３，２１８ ４３２，５６２ ２０，６５６ １０４．８ 

税務課 ４６，５９３ ６５，１１２ △１８，５１９    ７１．６ 

納税課 ２７，８７０ ５３，０２０ △２５，１５０ ５２．６ 

くらし安全課 １０９，５７３ １１２，７３５ △３，１６２ ９７．２ 

環境課 ７６，０７９ ７７，７０４ △１，６２５ ９７．９ 

市民課 １３６，１２３ １０９，８０３ ２６，３２０ １２４．０ 

産業観光課 １７８，６３４ １５４，１０１ ２４，５３３ １１５．９ 

福祉課 １２７，１０４ １７１，８９１ △４４，７８７ ７３．９ 

障がい福祉課 １０９，７３８ ７８，７６８ ３０，９７０ １３９．３ 

子育て支援課・保育

課 
１８５，５８４ １６８，９９６ １６，５８８ １０９．８ 

健康づくり課 １６７，００１ １５４，５３５ １２，４６６ １０８．１ 

高齢介護課 １２４，７４４ １５５，５９３ △３０，８４９ ８０．２ 

保険年金課 １１５，６１９ １３４，５０５ △１８，８８６ ８６．０ 

都市計画課 ５２，２６２ ６６，０２５ △１３，７６３ ７９．２ 

建築開発課 ６６，０１２ ５９，１１７ ６，８９５ １１１．７ 

道路課 ７４，９２９ ６８，２８９ ６，６４０ １０９．７ 

下水道課 ６９，６１１ ７４，６１９ △５，００８ ９３．３ 

議会事務局 ７９，１６４ ８２，４００ △３，２３６ ９６．１ 

教育総務課 １０２，８３７ ８８，７６３ １４，０７４ １１５．９ 

学校教育課 ３８９，８６０ ３９０，６８１ △８２１ ９９．８ 

生涯学習課 １６０，７７７ １９０，５１１ △２９，７３４ ８４．４ 

文化財保護課 ５５，９９４ ５２，３７５ ３，６１９ １０６．９ 

会計課 ４３，３１０ ５５，２５８ △１１，９４８ ７８．４ 

選管・監査事務局 ５５，１７６ ９６，２６１ △４１，０８５ ５７．３ 

合計 ３，１３９，６５６ ３，１６５，８７２ △２６，２１６ ９９．２ 
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イ ごみの排出量 

                                    （㎏） 

分類 令和２年度 令和元年度 比較増減 

廃棄物 

燃やせるごみ 1,420 2,239 △819 

燃やせないごみ 314 348 △34 

合計 1,734 2,587 △853 

資源類 

プラスチック製容器包装 286 430 △144 

段ボール 2,950 2,170 780 

色上質紙（雑誌等） 2,357 1,230 1,127 

雑紙（シュレッダー含む） 18,611 24,930 △6,319 

新聞紙 880 1,170 △290 

 

ウ グリーン購入率 

 分類 購入率 主な購入品 

1 紙類 69% コピー用紙、印刷用加工紙等 

2 文具類 78% ボールペン、のり、付箋、封筒等 

3 オフィス家具等 98% 椅子、机、ホワイトボード等 

4 画像機器等 66% プリンタ、インクカートリッジ等 

5 電子計算機等 64% 電子計算機、記録用メディア等 

6 オフィス機器等 87% シュレッダー、電卓等 

7 移動電話等 実績なし  

8 家電製品 0％  

9 エアコンディショナー等 実績なし  

10 温水器等 実績なし  

11 照明 0% ＬＥＤ照明器具、蛍光ランプ等 

12 自動車等 実績なし  

13 消火器 100%  

14 制服・作業服 77% 作業着、調理白衣、靴等 

15 ｲﾝﾃﾘｱ・寝装寝具 0％ カーテン、毛布等 

16 作業手袋 92%  

17 その他繊維製品 0％ 集会用テント、のぼり等 

18 設備 実績なし 太陽光発電システム、節水機器等 

19 災害備蓄用品 実績なし  

    全体 73.1％ 

 

グリーン購入適合物品購入金額 

物品購入金額 
購入率（％）＝ ×100 
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３ 環境監査の結果 

 環境監査は、システムが適切に運用され、取り組みが有効かつ妥当に機能しているかを確認する

ため、環境監査員会により年１回以上行う。 

 環境監査委員は、主任環境監査員を含め６名（令和２年度）で、システムの維持運営及び監査の

実施にふさわしい力量を持った者を市長が任命している。 

 

令和２年度環境監査結果 

実施日 令和３年１月１４日（木）９：００～１６：３０ 

監査方法と 

部署（施設） 

書類審査・・・全部署 

現場審査・・・市庁舎、文化センター、北部公民館、西部公民館、 

体育センター、西中学校、中丸東小学校、栄保育所 

監査結果 不適合事項 ０件、 注意事項 ４件、 推奨事項 ４件 

システムに 

関する総評 

事務局・各課書類・庁舎・各施設において不適合と判定された事項はなく、概

ね適切に管理・運営されていた。 

今年度は、新型コロナウイルスの感染拡大により、電気・ガス・水道使用量が

大幅に減少した施設が多く、前年度との比較を正確にできない状況にあるが、現

場監査を行った全ての施設において、不要な照明や冷暖房をこまめに消したり、

節水に努めるなど環境に対する配慮がなされ、環境意識の高さが感じられた。 

しかし、どの施設においても老朽化が課題となっており、建物や設備の維持

管理に苦慮していた。 

注意事項 （１）ガソリン使用量の報告について、自動車燃料分を含んでいるものが見受け

られる。（様式２、各課） 

（２）ＰＣＢ含有設備あり。安定器は保管しているもののトランスとコンデンサ

ーは使用中。低濃度が予想され、今後調査とのことであるが、トランス絶縁

油の漏えいの危険があるため、早急の対応が必要である。（文化センター） 

（３）学校教育課職員の電気・燃料使用量の削減についての取組自己評価が低い

（様式１、各課） 

（４）２階（南・西側）の昼休みの照明について、気象や来客状況をみて、よ

り消灯できるように思われる。（庁舎） 

推奨事項 （１）過去と現在のエネルギー使用量の比較表を作成し、管理している。これに

より、季節ごと、もしくは月次ごとの増減を比較することで、原因を究明で

き対策を立てやすくなる。（庁舎、体育センター） 

（２）利用団体の年齢等を考慮して、エレベーターの使用を判断し、節電に努め

ている。エアコンの定期点検以外にも職員がエアコンのフィルタ掃除を行っ

ている。（北部公民館） 

（３）照明について、利用開始５分前に点灯するなどルール化していた。 （体

育センター） 

（４）過剰な節水にこだわらず、確実な手洗いを推奨していた。（中丸東小学
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校） 

４ 改善に向けた対応 

（１）各施設へのヒアリングの実施 

  各施設からあげられた集計結果をもとに、各施設への通知を行い、意識啓発と周知を図るもの

とする。 


